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③インフラ復旧等の状況

・商業施設の新規設置と移動販売の開始

✓平成25年9月 セブンイレブンが都路町における移動販売を開始

✓平成26年4月 都路町の商店が日用品や生鮮食品などを扱う共同店舗

「Domo」古道店・岩井沢店をオープン。（令和元年7月、「Domo」古道店閉店）

✓平成27年1月 都路町で常設コンビニとなるファミリーマートがオープン

・教育施設の再開

✓平成26年4月 都路町の小中学校、こども園が再開

✓平成29年4月 古道小学校と岩井沢小学校が統合し、都路小学校として開校

・医療・福祉施設の再開

✓都路診療所、歯科診療所が平成23年7月から再開

✓特別養護老人ホーム都路まどか荘が平成24年3月に再開

・交通機関の整備

✓平成26年4月から船引町～都路町間のデマンド型乗合タクシーを運行

・都路町古道地内に公的賃貸住宅12戸が完成（平成28年9月から入居）

④農林業の再開
・平成25年5月から営農再開。

令和2年3月末現在、休耕地893haのうち526ha(59.9％)を作付される

・帰還後、営農を再開したものの、鳥獣被害が拡大しており、営農意欲を衰退させている

（イノシシ捕獲数 平成30年度 約2,000頭、令和元年度 約1,500頭)
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②農業の高付加価値化等の推進
・営農の再開と地域農業の核となる若い担い手の確保。

✓個人農家への機械導入支援とともに、ほ場整備（4地区）、ライスセンター・米流通合理化施設整備
を行い、営農再開意欲を醸成し、次世代の担い手を育成

・農産物のブランド化や6次産業化による高付化加価値を推進

✓サツマイモ貯蔵施設整備により、長期安定出荷により安定した所得が得られることで、
営農再開意欲を醸成し、新たな担い手を確保

・田村地方におけるグリーン・ツーリズムを推進し、都市と農山漁村の交流により関係人口を創出

③豊富な森林資源を活用した林業のイノベーション
・本市は、総面積の約66％におよぶ森林面積を有する。

・放射線量の問題により、きのこ用ほだ木の出荷制限やバーク（樹皮）の利用に影響が出るなど

林産物生産の意欲低下が深刻化

・木質バイオマス発電などを柱とした再生エネルギー事業を推進し、「林業のイノベーション」を図る。

④医療提供体制の整備、放射線への不安払しょく
・都路診療所の設備等の充実を図るとともに、医師確保などの課題については、

近隣の町村との実態を踏まえながら、広域連携も視野に入れた検討が必要

・放射線不安への相談体制の強化、心のケアや中学生以下の子供たちを対象に個人線量計

（Dシャトル:令和元年度より）の貸出を実施中

・たむら市民病院の開設により、令和元年7月から診療を開始

⑤復興応援隊による生活支援等
・平成25年7月、復興支援員制度を活用した田村市復興応援隊を発足

・行政や支援機関との連携により、住民の見守りや情報発信、住民ネットワークづくりなどの

住民生活支援を実施

・住民の前向きな意欲を支え、住民の自発性や主体性を促し、交流や関係人口の拡大を図る。


